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 証券コード8013

  平成24年４月10日

株 主  各  位  

 東京都台東区柳橋二丁目19番６号

 

 取締役社長 泉 潔

第115回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第115回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席お差しつかえの場合は、書面により議決権を行使することが

できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成24年４月24

日(火曜日)午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げ

ます。

敬　具

記

１．日 時 平成24年４月25日(水曜日)午前10時

２．場 所 東京都墨田区錦糸一丁目２番２号

東武ホテルレバント東京　３階　吉野

(末尾の会場ご案内図をご参照ください。)

３．目 的 事 項  

　報 告 事 項 １．第115期(平成23年２月１日から平成24年１月31日まで)

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会

の連結計算書類監査結果報告の件

　  ２．第115期(平成23年２月１日から平成24年１月31日まで)

計算書類報告の件

　決 議 事 項  

　第１号議案 取締役４名選任の件

　第２号議案 監査役１名選任の件

以　上


◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合には、

インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.naigai.co.jp/)に掲載させていただきます。



2012/04/10 14:32:17 ／ 11808844_株式会社ナイガイ_招集通知

事業の状況

－ 2 －

(提供書面)
　

事　 業　 報　 告

（平成23年２月１日から
平成24年１月31日まで）

　

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、平成23年３月に発生した東日本

大震災による国内サプライチェーンの混乱、その後も長引く原発問題に起因

する電力不足に始まり、海外では欧州債務問題に端を発した世界的金融不安

を背景とする急激な円高の進行、さらに、同年８月にはタイでの大洪水によ

る日系企業への甚大な被害等、国内外で相次ぐ不安要因が重なり、極めて厳

しい状況が続きました。

衣料品業界におきましては、震災直後は生活必需品以外の買い控え、消

費活動の自粛、小売店の営業時間短縮等の影響で、一時的に売上が急減し厳

しい状況に陥ったものの、同年５月以降は復興需要や節電需要等が注目され

新たな消費を牽引、同年９月以降は秋冬ファッション消費も活発化するなど、

徐々に回復へ向かう傾向となりましたが、不透明な経済環境が長引く中、消

費者の慎重な購買姿勢は変わらず、総じて不安定な状況が続きました。

レッグウェアの消費動向につきましては、原発停止による電力不安から、

例年以上に節電需要が注目され、紳士靴下、婦人靴下ともに特定のトレンド

アイテムによる盛り上がりはなかったものの、「クールビズ」、「ウォーム

ビズ」等のエコニーズへの提案が広がり、ビジネス、カジュアル、ファッシ

ョン各カテゴリーとも、素材機能に特徴のある高付加価値商品が牽引し、堅

調に推移しました。

こうした中、当社グループは、当連結会計年度における重点施策として、

新中期経営計画に基づいた「売上拡大」「原価削減」「物流コスト削減」に

加え「営業合理化推進」に取り組み、収益構造の抜本的改善による黒字化に

向けた各施策を推し進めてまいりました。
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その結果、当社は、売上高が当初計画を上回り増収となる一方で、販売

費及び一般管理費は前期に実施した経営合理化策の効果も含め大きく減少さ

せることができ、黒字転換を達成することができました。連結子会社におき

ましては、概ね各社とも計画通りの売上高及び営業利益を達成しましたが、

株式会社ナイガイ・イムにつきましては、増収とはしたものの、主力のテレ

ビ通販では、売上拡大に伴う返品在庫の増加に加え、震災の影響による中止

番組分の在庫等が重なり、商品評価損が計画を大きく上回ったことなどによ

り営業損失を計上しました。

この結果、当連結会計年度の売上高は、18,133百万円(前期比1,154百万

円増収)となり、新中期経営計画２年度の連結売上高目標18,000百万円を達

成しましたが、営業利益は、通信販売事業におけるテレビ通販の商品評価損

等による営業損失計上の影響があり、143百万円(前期比242百万円改善)とな

りました。また、経常利益につきましては、為替差損の影響等により、116

百万円(前期比232百万円改善)、当期純利益につきましては、資産除去債務

会計基準の適用に伴う影響額13百万円を特別損失に計上したことなどもあり、

76百万円(前期比348百万円改善)となりました。

なお、当社の売上高は、13,169百万円(前期比128百万円増収)となり、営

業利益は177百万円(前期比356百万円改善)、経常利益は192百万円(前期比

333百万円改善)、当期純利益は134百万円(前期比537百万円改善)となりまし

た。　

　

事業別の概況は次のとおりであります。

＜卸売り事業＞

主力のレッグウェア販売では、平成23年３月の震災の影響で、各販路と

も店頭販売は一時的に大きく落ち込んだものの、実用商材については震災

直後からの復興需要が牽引し、プロパー商材についてはその後の節電需要

等の拡大もあり、卸売りに対する影響は軽微となりました。

紳士靴下では、各販路とも節電によるエコ需要を意識した「クールビ

ズ」、「ウォームビズ」関連商品が売上に貢献、特に今シーズンは、エコ

需要を背景に「素材力」を強化し、夏場には当社の強みである和紙、竹繊

維に加え、涼感速乾機能に優れた素材を多様に展開、冬場は紡毛素材に加

え、保温・発熱機能に優れた機能素材を、自社ブランドに限定せず主要ラ

イセンスブランドや大手GMSと取り組んだプライベートブランド商品にも提

案しました。その他、ビジネスシーンで着用するメンズ用レギンス(ビギン

ス)やブランケットマフラー(ブラマー)等の周辺アイテムも新たに考案し、

ビジネス、カジュアル両カテゴリーでのエコ需要に対応した結果、前年を

上回る売上で推移しました。
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婦人靴下では、夏場は、これまでのレギンスやトレンカに替わり、足も

とのおしゃれアイテムに注目が集まり、繊細な素材やディティール使いの

ソックス類が売上を牽引した他、秋冬シーズンではオフィスでのエコシー

ンを異業種コラボで提案した「エコ・デ・オフィス」イベントを実施、ハ

イソックス、タイツ等を中心にオフィスシーンでのレッグウェア需要を掘

り起こし、さらに、暖か系素材を前面に打ち出した「うちエコ」商品の訴

求にも注力した結果、同年９月以降は概ね前年を上回るペースまでに回復

し堅調に推移しました。

また、海外の生産背景を活用したアウターOEM卸につきましては、大口

の受託先であったアルプスシャツ株式会社の事業再編を受けて、当社で生

産受託をしていたカジュアルシャツの卸売り部門を新設子会社(株式会社

NAP)に移管し、グループ内での製販一貫体制で販売を継続した結果、売上、

利益ともに当初計画を上回ることができました。

ゴム糸の製造卸につきましても、RONDEX(Thailand)CO.,LTD.(製造工場)

は洪水による直接の被害を受けずに操業を続けられたこともあり、順調に

販売を伸ばすことができました。

これらの結果、卸売り事業の当連結会計年度における売上高は前期比167

百万円の増収となり13,121百万円となりました。

　

＜通信販売事業＞

株式会社ナイガイ・イムにつきましては、インターネット通販サイト

「イム・ネット」の売上は順調に伸びたものの、主力とするテレビ通販に

ついては、震災直後の放映中止による販売減少に加え、その後の放映番組

での消化率低下により返品が増加したため在庫が増加、その対策として実

施した在庫処分販売の拡大及び商品評価損の計上等により売上総利益が当

初計画を下回りました。さらに、業容拡大に伴う人件費の増加に加え、処

分販売の再販加工物流費が増加した結果、販売費及び一般管理費が当初計

画を上回り、売上高では増収となったものの、営業損失を計上するに至り

ました。

センティーレワン株式会社で展開するインターネット通販は、震災直後

は一時的に減収を余儀なくされたものの、平成23年４月以降は主力のバッ

グ通販、レッグウェア通販ともに前年を上回るペースで順調に受注が回復

し、売上高、営業利益ともに当初計画通りの達成となりました。

これらの結果、通信販売事業の売上高は5,012百万円と前期比987百万円

の増収となりました。　
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 ＜事業別の売上高＞

事 業 区 分 売 上 高 構 成 比

卸 売 り 事 業
百万円

13,121

％

72.4

通 信 販 売 事 業 5,012 27.6

合 計 18,133 100.0

② 設備投資の状況

特記すべき事項はありません。

③ 資金調達の状況

特記すべき事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

特記すべき事項はありません。
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(2) 直前３連結会計年度の財産及び損益の状況

区 分
第112期

(平成21年1月期)
第113期

(平成22年1月期)
第114期

(平成23年1月期)

第115期
(当連結会計年度)

(平成24年1月期)

売 上 高 (百万円) 26,076 16,507 16,979 18,133

経 常 利 益 又 は

経 常 損 失 ( △ )
(百万円) △498 △743 △116 116

当 期 純 利 益 又 は

当 期 純 損 失 ( △ )
(百万円) 856 △600 △272 76

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失(△)
(  円  ) 11.55 △8.10 △3.68 1.03

総 資 産 (百万円) 14,490 12,885 12,129 12,493

純 資 産 (百万円) 8,045 7,297 6,970 6,908

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。　

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 イ ン テ ク ス ト
百万円

60
％

100
物流代行
なお、建物は当社が転貸

株 式 会 社 ナ イ ガ イ ・ イ ム 50 100
婦人服、服飾雑貨及び健康用品
の通信販売
なお、建物は当社が転貸

センティーレワン株式会社 30 100
靴下及び服飾雑貨のインターネ
ット通信販売
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(4) 対処すべき課題

当社グループは、厳しい経済環境下で予測される消費行動の変化に適切

に対応し、グループ業績の安定的な黒字体制を確実なものとするため、以

下の各課題に取り組んでまいります。　

① 新中期経営計画推進による成長戦略の展開

・レッグウェア事業の新規販路シェアの拡大と既存販路深耕

・インターネット通販事業の拡大と収益力強化

・グループ内での直貿製販一貫連携による収益力強化

② 株式会社ナイガイ・イムの抜本的事業構造改革による収支バランスの改善

・展開ブランドの集約による事業効率の改善

・SCMの再構築による効率的な生産調達体制の確立

・販売ルートの拡大による在庫削減

③ 2013年度を起点とする新三カ年計画の策定

(5) 主要な事業内容(平成24年１月31日現在)

事 業 区 分 事 業 内 容

卸 売 り 事 業 靴下等繊維製品の企画、製造及び販売

通 信 販 売 事 業 繊維製品や革製品等の通信販売
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(6) 主要な事業所(平成24年１月31日現在)

① 当社の事業所

本 社 東京都台東区

名 古 屋 オ フ ィ ス 愛知県名古屋市中区

大 阪 オ フ ィ ス 大阪府大阪市中央区

福 岡 オ フ ィ ス 福岡県福岡市中央区

(注)　名古屋オフィスは、平成23年５月９日に愛知県名古屋市東区より移転しました。

② 子会社の主要な事業所

株 式 会 社 イ ン テ ク ス ト 兵庫県三田市

株 式 会 社 ナ イ ガ イ ・ イ ム 東京都台東区

セ ン テ ィ ー レ ワ ン 株 式 会 社 大阪府大阪市北区

(7) 使用人の状況(平成24年１月31日現在)

① 企業集団の使用人の状況

事 　 業 　 区 　 分 使 　 用 　 人 　 数 前連結会計年度末比増減

卸 売 り 事 業 238 名 －　

通 信 販 売 事 業 41　 －　

合 計 279　 7 名減

(注)１．使用人数は、就業員数であり、パート及び嘱託社員は含んでおりません。

２．当連結会計年度より事業区分を変更しているため、事業区分別の前連結会計年度末比増

減は記載しておりません。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

118名 2名減 45.0歳 19.5年

(注)　使用人数は、就業員数であり、パート及び嘱託社員は含んでおりません。
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(8) 主要な借入先の状況(平成24年１月31日現在)

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 800百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 202

株 式 会 社 山 梨 中 央 銀 行 200

株 式 会 社 り そ な 銀 行 140

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

特記すべき事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況(平成24年１月31日現在)

① 発行可能株式総数 278,000,000株

② 発行済株式の総数 78,281,815株

③ 株主数 8,108名

④ 大株主(上位10名)

株　　　主　　　名 所有株式数 持株比率

ROYAL BANK OF CANADA TRUST COMPANY

(CAYMAN) LIMITED

 千株

15,386

%

20.78

株式会社三井住友銀行 3,660 4.94

CBNY-DFA INVESTMENT TRUST COMPANY-JAPANESE

SMALL COMPANY SERIES
2,643 3.57

エヌアイ帝人商事株式会社 2,394 3.23

ナイガイ協力会社持株会 2,312 3.12

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（中央三井アセット信託銀行再信託分・CMTBエクイティインベストメン

ツ株式会社信託口）

2,000 2.70

東レ株式会社 1,965 2.65

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC) 1,902 2.57

 倉敷紡績株式会社 1,031 1.39

CGML-IPB CUSTOMER COLLATERAL ACCOUNT 944 1.27

(注)１．当社は、自己株式4,246千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しており、小数点第３位以下を切り捨てて表示し

ております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況 (平成24年１月31日現在)

会社における地位 氏 　 　 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 社 長

( 代 表 取 締 役 )
泉 　 　 　 潔 営業本部長

取 　 締 　 役 谷 　 　 知 久
営業二部／営業三部／株式会社ナイガイ・イム／株
式会社インテクスト／センティーレワン株式会社担
当

取 　 締 　 役 市 原 　 　 聡 経理部／総合管理部担当

取 　 締 　 役 今 泉 　 賢 治
営業一部／営業四部／企画開発室／トレーディング
部／ロンデックス課／海外子会社／株式会社NAP担当

常 勤 監 査 役 服 部 　 正 信 　

監 　 査 　 役 柳 村 　 幸 一 極東証券株式会社社外監査役　

監 　 査 　 役 柏 木 　 秀 一
一般社団法人日本商事仲裁協会理事
柏木総合法律事務所代表パートナー

(注)１．監査役柳村幸一氏及び柏木秀一氏は、社外監査役であります。

２．当社は監査役柳村幸一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。

② 事業年度中に退任した取締役及び監査役

 　　　該当事項はありません。

③ 取締役及び監査役の報酬等

区　　　分 員数 報酬等の額

取　締　役 　　４　名 56 百万円

監　査　役
（うち社外監査役分）

３
(２)

19
(7)

　

合　　　計
（うち社外役員分）

７
(２)

75
(7)

　

(注)１．取締役の報酬額は、平成14年４月26日開催の第105回定時株主総会において月額2,000万

円以内(但し、使用人分の給与は含まない。)と決議いただいております。

２．監査役の報酬額は、平成２年４月26日開催の第93回定時株主総会において月額450万円

以内と決議いただいております。
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④ 社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・監査役柳村幸一氏は、極東証券株式会社において社外監査役を務めて

おります。なお、当社は、極東証券株式会社との間に特別の関係は

ありません。

・監査役柏木秀一氏は、一般社団法人日本商事仲裁協会の理事及び柏木

総合法律事務所において代表パートナーを務めております。なお、

当社は、柏木総合法律事務所と法律顧問契約を締結しており、また、

一般社団法人日本商事仲裁協会との間に特別の関係はありません。

　　

ロ．当事業年度における主な活動状況

監　査　役 柳 村 　 幸 一

当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回に出席し、

監査役会10回すべてに出席しました。主に金融機関の経営

経験から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・

適正性を確保するための助言・提言を行っております。ま

た、監査役会においては監査結果についての意見交換、監

査に関する重要事項の協議等を行っております。

監　査　役 柏 木 　 秀 一

当事業年度に開催された取締役会13回すべてに出席し、監

査役会10回すべてに出席しました。弁護士としての専門的

見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保す

るための助言・提言を行っております。また、監査役会に

おいては監査結果についての意見交換、監査に関する重要

事項の協議等を行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要

当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項及び当社定款に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額を限

度としております。
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(4) 会計監査人の状況

① 名　　　称 有限責任監査法人トーマツ

② 報酬等の額 　

 支　払　額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 28 百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

28 百万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業

年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 非監査業務の内容

該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、下記に掲

げる監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任、又は、不再任を株主

総会の会議の目的とすることといたします。

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、取締役会に、会計監査人の解任、又は、不再任

を株主総会の会議の目的とすることを請求します。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項

目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、

会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨

と解任の理由を報告いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制 (内部統制システム構築の基本方針)

　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、当社の業務の適正を確保

するための体制に関して、平成18年５月26日開催の取締役会において、以

下のとおり基本方針を決議し、平成21年４月23日開催の取締役会において

内容の見直しを行なっております。

　

① 取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係わる情報は、法令及び社内規程を遵守し、関連

情報と共に適切に保管・管理し、閲覧・謄写請求者の要求に速やかに対処

できる状態を維持しております。

　

② 損失の危機管理に関する規程その他の体制

リスク管理委員会が中心となってグループ全体のリスクを網羅的・総

括的に管理し、各事業部毎に評価・対策を講じリスク管理体制を明確化し

ております。個別のリスクの管理にあたっては、リスクの識別及び対応の

マニュアル化・規程化を推し進め、体制の整備を行なっております。

　

③ 取締役の職務が効率的に行なわれることを確保するための体制

当社は定例の取締役会に加え、常勤役員等で構成する経営会議におい

て、重要な職務執行に関し、意思決定が迅速かつ合理的に行なえる社内体

制をとっております。

　

④ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

当社は、役職員が法令・定款・規程等に基づいた職務行動するよう、

コンプライアンス委員会が役職員を監督・指導していきます。また、内部

通報制度(ジャスティス)の運用の整備に努めております。

　

⑤ 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

コンプライアンスマニュアルに従い、コンプライアンス委員会の構成

員である各子会社の取締役が各子会社に対し横断的・個別的に監督・指導

を行ない、グループ全体でのコンプライアンスの徹底に努めております。

　

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制

監査役の職務を補助すべき使用人は現在配置しておりませんが、監査

役からの要請があれば、監査役会の同意のもと当社の使用人から監査役補

助者を決定いたします。
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⑦ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

前項の使用人を置いた場合は、人事異動・評価等に関しては監査役の

意見を聴取した上で取締役会が決定することとし、取締役からの独立性を

確保いたします。

　

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制

当社役職員は、法定の事項に加え会社に重大な損失が発生し又は発生

する恐れがある事項については、その都度監査役に報告してまいります。

また、前記に関わらず監査役はいつでも必要に応じて取締役及び使用人に

対して報告を求めることができることといたします。

　

⑨ その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

代表取締役との定期的な会合を実施し、また、内部監査部門との連携

を図り、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行に注力してまいりま

す。

　

⑩ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体と

は一切関係を持たず、さらに反社会的勢力及び団体からの要求を断固拒否

し、これらと係わりのある企業、団体、個人とはいかなる取引も行なわな

いとする方針を堅持いたします。

　

⑪ 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

当社及び当社グループ各社は、金融商品取引法及びその他の法令の定

めに従って、財務報告に係わる内部統制が有効かつ適切に行なわれる体制

の整備、運用、評価を継続的に行ない、財務報告の信頼性と適正性を確保

いたします。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成24年１月31日現在) (単位：百万円)

科   　目 金   　額 科   　目 金　   額

( 資 産 の 部 ) 12,493 ( 負 債 の 部 ) 5,584

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

9,898

3,318

3,261

2,901

9

86

358

△37

2,594

209

58

58

92

291

2,093

1,856

292

△54

流 動 負 債 4,376

支払手形及び買掛金 2,081

短 期 借 入 金 1,189

１ 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

56

未 払 金 359

未 払 法 人 税 等 39

未 払 費 用 245

返 品 調 整 引 当 金 354

賞 与 引 当 金 29

そ の 他 20

固 定 負 債 1,208

長 期 借 入 金 146

退 職 給 付 引 当 金 926

繰 延 税 金 負 債 102

そ の 他 34

( 純 資 産 の 部 ) 6,908

株 主 資 本 6,966

資 本 金 7,592

資 本 剰 余 金 6,921

利 益 剰 余 金 △7,086

自 己 株 式 △460

その他の包括利益累計額 △72

その他有価証券評価差額金 △51

為 替 換 算 調 整 勘 定 △20

少 数 株 主 持 分 14

資 　 産 　 合 　 計 12,493 負 債 純 資 産 合 計 12,493

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成23年２月１日から
平成24年１月31日まで）

 (単位：百万円)

科   　目 金 　  額

売 上 高     18,133

売 上 原 価     12,317

売 上 総 利 益     5,815

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     5,672

営 業 利 益     143

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 32     

貯 蔵 品 売 却 益 6     

受 取 保 険 金 15     

そ の 他 33 86

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 30     

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 4     

為 替 差 損 47     

そ の 他 31 114

経 常 利 益     116

特 別 利 益      

固 定 資 産 売 却 益 5 5

特 別 損 失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 13     

そ の 他 0 13

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益     108

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 23     

法 人 税 等 調 整 額 6 30

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益     78

少 数 株 主 利 益     2

当 期 純 利 益     76

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成23年２月１日から
平成24年１月31日まで）

(単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成2 3年１月3 1日残高 7,592 6,921 △7,162 △460 6,890

連結会計年度中の変動額                     

当 期 純 利 益         76     76

自 己 株 式 の 取 得             △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

                    

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 76 △0 75

平成2 4年１月3 1日残高 7,592 6,921 △7,086 △460 6,966

 

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

平成2 3年１月3 1日残高 76 △10 65 13 6,970

連結会計年度中の変動額                     

当 期 純 利 益                 76

自 己 株 式 の 取 得                 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△128 △10 △138 0 △138

連結会計年度中の変動額合計 △128 △10 △138 0 △61

平成2 4年１月3 1日残高 △51 △20 △72 14 6,908

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

子会社９社はすべて連結の範囲に含めており、主要な子会社の名称は次のとおりでありま

す。

株式会社ナイガイ・イム センティーレワン株式会社 株式会社インテクスト

平成23年１月25日に、諸曁市龍的絲橡筋有限公司は清算結了したため、連結の範囲から除

いております。

また、株式会社NAPは新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

関連会社１社(株式会社ウメダニット)は持分法を適用しております。

３．連結子会社の決算日に関する事項

連結子会社のうち、NAIGAI APPAREL(H.K.)LTD.、RONDEX(Thailand)CO.,LTD.、青島美内外

時装有限公司、上海奈依尓貿易有限公司及び台北内外發展股份有限公司の決算日は12月31

日であります。連結計算書類の作成に当たっては当該決算日現在の計算書類を採用してお

ります。

４．会計処理基準に関する事項 　

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券

 

償却原価法(定額法)

時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、

全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定)

時価のないもの 移動平均法による原価法

デリバティブ 時価法

たな卸資産　 評価基準は原価法(貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法)

商品 最終仕入原価法

製品 移動平均法

仕掛品 同上

原材料及び貯蔵品 同上

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く) 当社及び国内連結子会社は定率法

但し、平成10年４月１日以降取得の建物(建物附属設

備を除く)については定額法

また、在外子会社は定額法

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物      ３年～15年

無形固定資産(リース資産を除く)

自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法
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(3) 重要な引当金の計上方法

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

返品調整引当金

返品による損失に備えるため、返品見込額の売買利益相当額を計上しております。

賞与引当金

当社及び国内連結子会社の従業員に対する賞与の支給に備えて、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上しております。

退職給付引当金

当社及び国内連結子会社の従業員の退職給付に備えて、当連結会計年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上しております。

(4) のれんの償却方法及び償却期間

20年以内の合理的な期間で償却しております。

(5) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定

及び少数株主持分に含めております。

(6) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(7) 連結納税制度の適用

当社及び国内連結子会社は連結納税制度を適用しております。

５．会計方針の変更

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年

３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21

号　平成20年３月31日)を適用しております。

これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ２百万円減少し、税金等調整前当期純利益

は15百万円減少しております。また、当会計基準の適用開始による資産除去債務の変動額

は33百万円であります。

６．表示方法の変更

（連結損益計算書）

(1) 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年

12月26日)に基づき、「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」(平成21

年３月27日　法務省令第７号)を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示

しております。
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(2) 従来区分掲記しておりました「固定資産処分損」は重要性がないため、特別損失の「その

他」に含めて表示しております。

なお、当連結会計年度の特別損失の「その他」に含まれている「固定資産処分損」は０百

万円であります。

(連結貸借対照表に関する注記)

１．有形固定資産の減価償却累計額 　 532百万円

２．投資有価証券に含まれる関連会社株式 　 421百万円

３．担保に供している資産 土地 52百万円

　 投資有価証券 1,257百万円

上記に対応する債務 短期借入金 849百万円

上記の他、定期預金626百万円を銀行取引保証のため、16百万円を営業取引保証のためそ

れぞれ担保に供しております。

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

当連結会計年度末における発行済株式の総数

普通株式 78,281,815株

(金融商品に関する注記)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、運転資金及び設備投資については、主に手元資金によっておりますが、

一部銀行借入により調達しております。一時的な余剰資金は安全性の高い金融商品で運用

しております。デリバティブ取引は、原則として実需に伴う取引に限定しており、投機的

な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、社内における与信管理に関する規定に則って、支払条件や取引先の信用状

況に応じて適正な管理を行い、リスクの軽減を図っております。

投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、時価のある株

式については、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスク管理のため、市場

価格や発行会社の財務状況等の把握を継続的に行っております。

デリバティブ取引は、外貨建資産・負債に係る将来の為替相場の変動によるリスクを回避

する目的で、実需の範囲内で外貨建資産・負債を対象とした為替予約取引を利用しており、

投機目的やトレーディング目的のためにはこれを利用しておりません。

デリバティブ取引の実行及び管理は、当社の経理部にて一元的に行い、その取引結果は全

て経理部長に報告されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備

投資に係る資金調達であります。
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(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれ

ておりません((注)２．参照）。

 連結貸借対照表計上額

(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

(1)現金及び預金 3,318 3,318 ―

(2)受取手形及び売掛金 3,261 　 　

　　貸倒引当金（※１） △37 　 　

　 3,223 3,223 ―

(3)投資有価証券 1,421 1,421 ―

資産計 7,963 7,963 ―

(4)支払手形及び買掛金 2,081 2,081 ―

(5)短期借入金 1,189 1,189 ―

(6)長期借入金 202 201 △0

負債計 3,472 3,472 △0

デリバティブ取引 (0) (0) ―

※１　受取手形及び売掛金はそれに対応する貸倒引当金を控除しております。

※２　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる項目については、（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関

から提示された価格によっております。
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負　債

(4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

(6) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、長期借入金については１

年以内返済予定の長期借入金が含まれております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価は、取引先の金融機関から提示された価格等に基づき算定してお

ります。

（注）２．非上場株式(連結貸借対照表計上額435百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、資産の(3)投資有価証券に含めておりません。

(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

たな卸資産評価損 102百万円

返品調整引当金 97　

退職給付引当金 330　

投資有価証券評価損 174　

減損損失 68　

繰越欠損金 3,732　

その他 132　

繰延税金資産小計 4,638　

評価性引当額 △4,638　

繰延税金資産合計 －　

　

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △95　

その他 △6　

繰延税金負債合計 △102　

繰延税金負債の純額 △102　
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(退職給付会計に関する注記)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、退職一時金制度及び確定拠出年金制度を設けております。ま

た、従業員の退職等に際して、退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合が

あります。

なお、退職給付債務の計算については簡便法を採用しております。

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △926百万円

退職給付引当金 △926　

３．退職給付費用に関する事項

勤務費用 92百万円

確定拠出年金掛金 23 　

その他 0 　

合計 117 　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社グループは、簡便法を採用しておりますので、該当事項はありません。　

(１株当たり情報に関する注記)

１．１株当たり純資産額 93円16銭

２．１株当たり当期純利益 １円03銭
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貸　借　対　照　表
(平成24年１月31日現在) (単位：百万円)

科   　目 金　   額 科   　目 金　   額

( 資 産 の 部 ) 11,284 ( 負 債 の 部 ) 4,949

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

短 期 貸 付 金

立 替 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具・器具及び備品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

7,327

2,781

287

2,548

1,192

65

170

49

3

227

29

△28

3,956

120

46

62

5

6

287

3,548

1,434

622

24

1,327

138

55

△54

流 動 負 債 3,790

支 払 手 形 1,136

買 掛 金 347

短 期 借 入 金 1,140

１年以内返済予定の
長 期 借 入 金

40

未 払 金 323

未 払 法 人 税 等 27

未 払 費 用 203

立 替 支 払 手 形 200

返 品 調 整 引 当 金 340

賞 与 引 当 金 25

そ の 他 5

固 定 負 債 1,159

長 期 借 入 金 120

退 職 給 付 引 当 金 903

繰 延 税 金 負 債 102

そ の 他 34

( 純 資 産 の 部 ) 6,334

株 主 資 本 6,316

資 本 金 7,592

資 本 剰 余 金 6,932

資 本 準 備 金 1,898

そ の 他 資 本 剰 余 金 5,034

利 益 剰 余 金 △7,754

そ の 他 利 益 剰 余 金 △7,754

繰 越 利 益 剰 余 金 △7,754

自 己 株 式 △454

評 価 ・ 換 算 差 額 等 18

その他有価証券評価差額金 18

資　　産　　合　　計 11,284 負 債 純 資 産 合 計 11,284

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成23年２月１日から
平成24年１月31日まで）

 (単位：百万円)

科　   目 金　   額

売 上 高     13,169

売 上 原 価     9,128

売 上 総 利 益     4,041

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     3,864

営 業 利 益     177

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 51     

固 定 資 産 貸 与 料 142     

そ の 他 31 225

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 26     

固 定 資 産 貸 与 経 費 139     

そ の 他 44 210

経 常 利 益     192

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 5 5

特 別 損 失         

関 係 会 社 株 式 評 価 損 14     

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 13     

そ の 他 0 28

税 引 前 当 期 純 利 益     170

法人税、住民税及び事業税 29     

法 人 税 等 調 整 額 6 35

当 期 純 利 益     134

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成23年２月１日から
平成24年１月31日まで）

(単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

その他利益剰余金

繰越利益
剰余金

平成23年１月31日残高 7,592 1,898 5,034 　 6,932 △7,889

事業年度中の変動額                     

当 期 純 利 益                 134

自己株式の取得                     

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

                    

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 134

平成24年１月31日残高 7,592 1,898 5,034 6,932 △7,754

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

平成23年１月31日残高 △454 6,181 131 6,313

事業年度中の変動額                 

当 期 純 利 益     134     134

自己株式の取得 △0 △0      △0

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

        △113 △113

事業年度中の変動額合計 △0 134 △113 21

平成24年１月31日残高 △454 6,316 18 6,334

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券 満期保有目的の債券 償却原価法(定額法)

　 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

　 その他有価証券 　

　 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定)

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

デリバティブ 　 時価法

たな卸資産 評価基準は原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法)

　 商品 最終仕入原価法

　 貯蔵品 移動平均法

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く) 定率法

但し、平成10年４月１日以降取得の建物(建物附属設備

を除く)については定額法

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建        物     ３年～15年

工具器具備品     ３年～５年

無形固定資産(リース資産を除く)

自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

返品調整引当金

返品による損失に備えるため、返品見込額の売買利益相当額を計上しております。

賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えて、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上してお

ります。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えて、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。
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４．外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

　　て処理しております。

５．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

６．連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

７．会計方針の変更

(資産除去債務に関する会計基準の適用)

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月

31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平

成20年３月31日)を適用しております。これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ２百

万円減少し、税引前当期純利益は15百万円減少しております。また、当会計基準の適用開始

による資産除去債務の変動額は33百万円であります。

８．表示方法の変更

(損益計算書)

従来区分掲記しておりました「貯蔵品売却益」は重要性がないため、営業外収益の「その

他」に含めて表示しております。

なお、当事業年度の営業外収益の「その他」に含まれている「貯蔵品売却益」は６百万円で

あります。

(貸借対照表に関する注記)

１．関係会社に対する債権債務

(1) 短期金銭債権 781百万円

(2) 長期金銭債権 1,316百万円

(3) 短期金銭債務 333百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 165百万円

３．担保資産

担保に供している資産

投資有価証券 1,257百万円

上記に対応する債務 　

短期借入金 800百万円

上記のほかに定期預金626百万円を銀行取引保証のため、16百万円を営業取引保証のためそ

れぞれ担保に供しております。

４．保証債務

信用状開設に対する債務保証

NAIGAI APPAREL(H.K.)LTD.

　

66百万円

５．立替支払手形

立替支払手形は、関係会社の仕入債務等の代行払いとして振り出した支払手形であり、そ

れに対応する債権は流動資産の立替金に含まれております。
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(損益計算書に関する注記)

　関係会社との取引高

(1) 関係会社への売上高 1,168百万円

(2) 関係会社からの仕入高 598百万円

(3) 関係会社への物流業務委託料 1,123百万円

(4) 関係会社との営業取引以外の取引高 160百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

　当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 4,246,541株

(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

たな卸資産評価損 45百万円

返品調整引当金 95 　
退職給付引当金 322 　
投資有価証券評価損 174 　
繰越欠損金 3,593 　
関係会社株式評価損 60 　
その他 136 　

繰延税金資産小計 4,429 　

評価性引当額 △4,429 　

繰延税金資産合計 － 　

　

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △95　

その他 △6　

繰延税金負債合計 △102　

繰延税金負債の純額 △102　

(関連当事者との取引に関する注記)

　 (単位：百万円)

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社
株式会社
ナイガイ・イム

所有
直接　100％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付 750 長期貸付金 1,050

利息の受取 13 　     

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 株式会社ナイガイ・イムに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており

ます。
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(退職給付会計に関する注記)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、退職一時金制度及び確定拠出年金制度を設けております。また、従業員の退職等

に際して、退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

なお、退職給付債務の計算については簡便法を採用しております。

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △903百万円

退職給付引当金 △903　

３．退職給付費用に関する事項

勤務費用 89百万円

確定拠出年金掛金 21　

合計 111　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社は、簡便法を採用しておりますので、該当事項はありません。

(１株当たり情報に関する注記)

１．１株当たり純資産額 85円56銭

２．１株当たり当期純利益 １円82銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成24年３月27日 

 　株式会社ナイガイ  

  取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 御 子 柴 　 顯 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小 林 　 弘 幸 

 

 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ナイガイの

平成23年２月１日から平成24年１月31日までの連結会計年度の連結計算書類、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書に

ついて監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽

の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検

討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ナイガイ及び連結子会社から成

る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成24年３月27日 

 　株式会社ナイガイ  

  取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 御 子 柴 　 顯 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小 林 　 弘 幸 

 

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ナイ

ガイの平成23年２月１日から平成24年１月31日までの第115期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書並びにそ

の附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附

属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細

書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及

びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の

結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 当監査役会は、平成23年２月１日から平成24年１月31日までの第115期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか､取締役等及び会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け､必要に応じて説明を求めまし

た。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎

通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役

会その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類

等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査

いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が

法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業

務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１

項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該

決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締役

及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、

必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図

り、必要に応じて子会社からの事業の報告を受けました。以上の方法に

基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討

いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施

しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会

計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基

準」(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通

知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該

事業年度に係る計算書類(貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計

算書)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損

益計算書及び連結株主資本等変動計算書)について検討いたしました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

 

 平成24年３月29日  

 株 式 会 社 ナ イ ガ イ 　 監 査 役 会  

 

常勤監査役 服 部 　 正 信 

社外監査役 柳 村 　 幸 一 

社外監査役 柏 木 　 秀 一 

 

以　上



2012/04/10 14:32:17 ／ 11808844_株式会社ナイガイ_招集通知

取締役選任議案

－ 36 －

株主総会参考書類
　

第１号議案　取締役４名選任の件

取締役全員(４名)は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締

役４名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社の株式数

１

い ず み き よ し

泉 潔
(昭和28年１月26日生)

昭和54年12月　当社入社

平成14年２月　当社ロンデックス事業部長

平成18年２月　当社執行役員海外事業部長

平成20年４月　当社取締役海外事業統括

平成20年10月　当社代表取締役社長(現任)

39,000株

２

た に の り ひ さ

谷 知 久
(昭和35年９月13日生)

昭和58年４月　当社入社

平成15年４月　当社靴下事業部販売第二部長

平成20年２月　当社レッグウェア事業部販売統括

部長

平成20年４月　当社取締役(現任)

28,000株

３

い ち は ら さ と る

市 原 聡
(昭和34年６月５日生)

昭和57年４月　当社入社

平成14年２月　当社SPA事業部長

平成17年２月　ナイガイアパレル株式会社執行役

員

平成18年２月　当社経営企画室統括部長

平成20年２月　当社執行役員事業革新推進室長

平成20年４月　当社取締役(現任)

22,000株

４

いまいずみ け ん じ

今 泉 賢 治
(昭和39年10月28日生)

昭和62年４月　当社入社

平成16年２月　当社靴下事業部商品第一部長

平成20年２月　当社執行役員

平成21年４月　当社取締役(現任)

33,000株

(注)１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　２．現任取締役の当社における担当は、11頁に記載のとおりであります。　
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第２号議案　監査役１名選任の件

　監査役柏木秀一氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査

役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。　

　監査役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
( 重  要  な  兼  職  の  状  況 )

所 有 す る
当社の株式数

か し わ ぎ しゅういち

柏 木 秀 一
(昭和28年10月11日生)

昭和55年４月　弁護士登録(第二東京弁護士会)

平成11年10月　一般社団法人日本商事仲裁協会理事(現任)

平成19年５月　全国弁護士協同組合連合会副理事長

平成21年１月　柏木総合法律事務所代表パートナー(現任)

平成22年６月　当社監査役(現任) 　
(重要な兼職の状況)　

一般社団法人日本商事仲裁協会理事

柏木総合法律事務所代表パートナー

－

(注)１．柏木秀一氏は、柏木総合法律事務所の代表パートナーを務めており、当社は、柏木総合

法律事務所と法律顧問契約を締結しております。

　　２．柏木秀一氏は、社外監査役候補者であります。

　　３．柏木秀一氏を社外監査役候補者とした理由は、次のとおりであります。

　　　　柏木秀一氏は、直接企業経営に関与された経験はありませんが、弁護士として企業法務

に精通し、企業経営を統轄する充分な見識を有しておられることから、社外監査役とし

ての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、社外監査役として選任をお願いするも

のであります。

　　４．柏木秀一氏の社外監査役としての独立性につきましては、次のとおりであります。　

① 柏木秀一氏は、過去５年間に当社の特定関係事業者(会社法施行規則第２条第３項第19

号の規定によります。以下同じ。)の業務執行者(同規則同条同項第６号の規定により

ます。以下同じ。)となったことはありません。また、過去２年間に合併、吸収分割、

新設分割又は事業の譲受けにより当社が権利義務を承継又は譲受けした株式会社にお

いて、当該合併等の直前に業務執行者であったことはありません。

② 柏木秀一氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産(監査役と

しての報酬を除く。)を受ける予定はなく、また、過去２年間に受けていたこともあり

ません。

③ 柏木秀一氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者の配偶者、三親等以内の

親族その他これに準ずる者ではありません。　

　　５．当社は、社外監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款に定めており、当該契約に基づ

く賠償限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、

柏木秀一氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間の責任限定契約の締結を継続す

る予定であります。

　　６．柏木秀一氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間は、

本総会終結の時をもって２年10ヶ月であります。　
以　上　
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地図

　

　

　

　

株主総会会場ご案内図

会　場　東京都墨田区錦糸一丁目２番２号

東武ホテルレバント東京　３階　吉野

電　話　03（5611）5511

錦糸公園

丸井

国道14号 京葉道路
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住
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至 

押
上

みずほ銀行

至 両国

ＪＲ総武本線

最 寄 駅
ＪＲ総武本線　　　　錦糸町駅(北口)
東京メトロ半蔵門線　錦糸町駅(３番出口)徒歩３分


